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ま え が き

青森県財政事情の公表は､ 県民の皆様に県財政の状況を広く知っていただくために､ 毎年２回行っ

ているものです｡

今回は､ 平成14年度当初予算及び補正予算 (補正第１号) 並びに平成13年度下半期 (平成13年10月

から平成14年３月まで) の予算及びその執行状況について､ そのあらましを御説明いたします｡

この公表を通じ､ 県民の皆様におかれましては､ 県の財政運営の実態を御理解いただき､ 県勢発展

のために一層の御協力をお願いいたします｡

平成14年６月

青森県知事 木 村 守 男
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第１ 平成14年度当初予算について

一 予算編成の基本方針及び主要施策の概要

国､ 地方を問わず､ 財政を取り巻く環境が一段と厳しさを増している中で､ 本県においても､ 近年

の地方財源不足に充てるための地方債の増発､ 国の施策に呼応した一連の経済対策や社会資本整備へ

の対応の結果､ 県債償還に伴う公債費が累増傾向にあるなど､ 財政環境の厳しさは平成14年度も依然

として続いています｡

また､ 昨年９月に改定した ｢青森県中期財政見通し｣ においては､ 収支不足額は前回の見通しに比

べて小幅ながらも改善が図られてはいるものの､ 財政環境の厳しさは当面続くものと試算されており､

収支不足額に充てる基金の残高は､ 平成18年度には､ ほぼ底をつくものと見込まれています｡

したがって､ 今後とも社会経済情勢の急激な変化に的確に対応しながら､ 県政運営の総合的指針で

ある新青森県長期総合プランに基づく各般の施策や現下の緊急かつ重要な政策課題に係る施策を推進

していくためには､ 中期的展望に立った財政の健全性確保のための取組を一層強めつつ､ 財源の重点

的かつ効率的な活用に努めていく必要があります｡

このため､ 平成14年度当初予算の編成に当たっては､ あらかじめ､ ｢基金繰入金の額を264億円以下

にすること｣ との目標を掲げ､ その目標達成のため､ 経費全般について徹底した節減合理化を推進し､

特に事務事業評価システムを活用した既存事業の大胆な見直しを図る一方で､ 厳しい財政環境下にあっ

ても､ 21世紀の ｢輝くあおもり新時代｣ を切り拓いていくため､ 各部局間の政策連携を強めながら､

｢平成14年度重点施策｣ を定め､ 施策の重点的な推進に特に意を用い､ ｢施策の選択と重点化｣ によ

る政策経費の充実を図ることとしました｡

具体的には､ ｢こどもの文化｣ を育む環境づくり､ いじめ､ 学校不適応､ 虐待のない環境づくり､

少子化の進行を改善する環境づくり､ 乳児死亡率の改善と健康寿命の延伸､ 未利用資源の活用と環境

にやさしい新エネルギーの導入促進､ 廃棄物の不法投棄防止対策及びリサイクル・減量化の推進､ ふ

るさとの森と川と海の保全及び創造､ ｢知｣ の結集による先進的研究開発の推進と新産業の創造､ 新

幹線青森県開業効果の活用促進､ 地域独自の雇用対策の推進と構造改革に対応したセーフティネット

の構築､ 農林水産資源を活かした健康産業づくりに重点的に取り組むこととしています｡

以上の基本方針の下に編成された平成14年度当初予算の主要施策を県政運営の柱に沿ってみますと､

次のとおりです｡
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県民参加型の県政推進

・広聴活動の充実と県民とのパートナーシップによる事業推進

・広報体制の充実と県内外への情報発信の強化

・行財政改革の推進と政策形成システムの強化

・地域の主体的な取組の支援

１ 悠々・安心・快適社会

� 保健・医療・福祉の連携と総合化

� 健康づくりと医療の充実

①健康づくりの充実

・新たな地域保健活動の拠点整備と機能強化

・地域における健康づくりの推進

・ライフサイクルに応じた健康づくりの推進

・疾病予防対策の推進

②医療の充実

・プライマリケア (包括的な健康管理) の推進

・医療関係施設間の機能分担と連携

・救急・周産期医療体制の整備

・高度・特殊医療の充実

・へき地医療の確保

・医薬品等の安全と血液の確保

・健康と医療を支える人材の確保と資質の向上

� 温かな福祉社会づくり

①高齢者を大切にする社会

・在宅生活の支援と老人保健福祉施設の充実

・社会参加の促進と働く場の確保

②障害者の自立と社会参加の促進

・在宅サービスと障害者 (児) 施設の充実

・難病患者等の居宅生活の支援

・社会参加の促進と働く場の確保

③子どもの健全な育成と子育て環境整備

・子育ての社会的支援体制の整備

・子どもの健全育成の推進

・保護が必要な子どもへの支援
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・ひとり親家庭に対する支援

④地域福祉の充実

⑤福祉を支える人材の確保と養成

⑥全ての人が自立・社会参加をする基盤づくり

⑦生活の保障

⑧ゆとりある勤労生活

� 安全な県土と安心できる生活環境

①土地利用・水資源

②県土の安全性の確保と向上

・山地の保全

・砂防､ 地すべり､ 急傾斜地及びなだれ対策

・河川の整備

・海岸の整備

・農用地の保全

③公害防止・廃棄物対策

・公害防止対策

・廃棄物対策

④原子力の平和利用・安全性向上の徹底と地域振興

・原子力の平和利用・安全性向上の徹底と地域振興

・恒久的､ 総合的な地域振興策の推進

・防災対策の充実・強化

・環境監視対策の充実

⑤安心できる生活環境

・消防・防災対策の充実

・地域安全対策の充実

・交通安全対策の推進

・生活交通サービスの充実

・安心できる消費生活の実現

� 快適な生活環境

①良好な住宅の整備

②下水道などの整備

③楽雪社会の形成

・冬期間道路交通の充実

・雪国文化の振興
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２ 未来力あふれる社会

� 未来を担う人づくり

①共に学ぶ社会づくり

・生涯学習推進体制の整備

・多様な学習機会の拡充

・社会教育施設の整備と関係機関との連携

・指導者の養成と活用

②個を生かし創造性をはぐくむ学校教育

・魅力あふれる学校の創造

・家庭・地域と連携したこころ豊かでたくましい人間の育成

・学校施設・設備の整備充実

・教職員の確保と資質の向上

・教育費の負担軽減

③新たな時代の方向に応じた教育の推進

・国際化に対応する教育の推進

・情報化に対応する教育の推進

・科学技術の発展に対応する教育の推進

④青少年の健全育成

・家庭の教育力の充実

・地域の教育力の充実

・健全な社会環境の形成

⑤パートナーシップ社会づくり

・男女平等意識づくりの推進

・男女が共につくる社会の実現

� 知識創造力をはぐくむ高等教育

・高等教育機関の整備拡充

� 世界へ発信する研究開発拠点､ 情報交流拠点づくり

①日本と世界に貢献する研究開発拠点づくり

②情報交流拠点づくり

・情報の交流・発信を支える情報通信基盤の整備

・情報通信基盤を活用した情報交流の促進と情報サービスの充実

� 産業フロンティアの創造

①新たな産業フロンティアの創造のための総合的な施策展開

・総合的産業政策の推進
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・産業フロンティアの創造の支援

・産業の活力を支える人づくりと環境づくり

②明日をひらく農林水産業

ア 農業の振興

・地域農業の体質強化

・農協等の機能強化

・競争力のある産地づくり

・強力な流通戦略の展開

・農業領域の拡大と関連産業の創造

イ 林業の振興

・緑豊かなふるさとの森づくりの推進

・地域の特性を生かした林業経営の確立

・県産材のブランド化の確立と木材関連産業の振興

ウ 水産業の振興

・共生の豊かな海づくり

・活性化に挑む人・漁村づくり

・安全で豊かな水産物を供給する流通加工づくり

・足腰が強く未来力のある漁業経営づくり

・新時代を築く水産技術づくり

・豊かで潤いのある河川・湖沼づくり

③活力とふれあいのある商業の振興

④ニューインダストリーの創造をめざす工業の振興

⑤産業と生活を支えるサービス業の振興

⑥文化観光立県の推進

３ 彩りある美しい社会

� 豊かな環境の保全と創造

①環境にやさしい社会の実現

・総合的な環境保全施策の推進

・環境教育・学習の推進

②自然環境の保全と活用

・優れた自然の保全と利用

・野生動植物の多様性の確保及び動物と人との良好な関係の形成

・自然とのふれあいの充実

・自然環境データバンク等の整備
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③潤いある農山漁村の創造

④みどりの創造

� 魅力あふれる都市空間づくり

� あおもり文化の創造

①芸術文化の振興

②文化遺産の保存・継承と活用

・文化財の保存

・文化財の整備活用

・伝統芸能・技術の継承

③文化を重んじる気風の醸成

④文化的な産業の振興

� スポーツの振興

①スポーツ活動の推進

②スポーツ環境の整備充実

４ 出会い創造社会

� ヒューマンネットワークの形成による多様な社会参加活動の促進

� 国際交流と国際協力の推進

①国際交流の推進

・国際化を担う人づくり

・姉妹・友好交流の推進

・環日本海諸国との交流の促進

・産業・経済の国際化の推進

・国際観光の推進

②国際協力の推進

� 多様な交流を可能とする基盤等の整備

①県民生活の基盤となる生活・経済圏内交流の充実

②生活・経済圏間の連携強化

・幹線道路網の整備

・広域交通ネットワークの整備

③国内他地域との連携の強化

・新幹線鉄道の建設促進

・道路の整備

・下北・津軽半島大橋､ 津軽海峡大橋の実現に向けた調査等の推進

・青森空港の機能強化
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・隣接する道県との交流促進

④世界との連携強化

・貿易の振興
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二 一般会計予算

１ 予算規模

平成14年度当初予算は､ 財源の確保に万全を期するとともに､ 主要施策への着実な対応を図りな

がら､ 財政の健全性の確保に留意しつつ､ 既存事業の見直しや経費全般にわたる節減合理化の徹底

等を図りました｡

この結果､ 平成14年度当初予算の規模は､ 8,701億7,500万円となり､ これを平成13年度当初予算

と比較すると､ 330億9,800万円､ 3.7％の減となりました｡

〔第１図〕 一般会計当初予算規模の推移

２ 歳入予算

歳入予算のうち､ 自主財源の大宗をなす県税については､ 県民税利子割が郵便貯金利子の著しい

減少により､ また､ 核燃料物質等取扱税が､ 前年度に比較すると課税期間が約３分の１になること

により､ それぞれ前年度を大幅に下回るものと見込まれ､ 個人県民税､ 法人事業税､ 軽油引取税等

も前年度を下回ると見込まれることから､ 全体として前年度を大幅に下回り､ 過去最大の減少率と

なる見込みです｡ 地方消費税清算金については､ 算定の基礎となる全国の地方消費税収入額が前年

度を下回るものと見込まれることから､ 前年度を下回る見込みです｡ 地方交付税については､ 地方

財政計画の規模が抑制されたほか､ 地方財政対策において､ 普通交付税の基準財政需要額の一部を

臨時財政対策債に振り替える額を増額する措置が講じられたことから､ 全体として前年度を下回る
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見込みです｡ 国庫支出金については公共事業関係費の減等に伴い前年度を下回る見込みです｡ 県債

については､ 地方財政法第５条の特例として平成13年度に新設された臨時財政対策債が､ 地方財政

対策を受け大幅な増となったものの､ 公共事業関係費や県費単独事業費が減少した結果､ 全体とし

て微増となりました｡ 基金繰入金については､ 中期的展望に立った財政の健全性確保を図る観点か

ら歳出の抑制を図ったものの､ 県税収入が前年度を大幅に下回ることとなったことなどから前年度

を上回ることとなりました｡

〔第２図〕 歳 入 予 算 の 構 成 内 容

� 県が自ら徴収又は収納できるのが自主財源であり､ 国から定められた額を交付されたり､ 割り当てら

れるのが依存財源です｡ また､ 県の歳入は､ その使途が特定されているかどうかにより特定財源と一般

財源とに分類されます｡
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� 県税

1,163億5,245万７千円で､前年度と比較しますと､167億1,452万６千円､12.6％の減となっています｡

〔第３図〕 県 税 の 税 目 別 構 成 内 訳
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� 地方消費税清算金

259億333万８千円で､ 前年度と比較しますと､ 14億4,760万円､ 5.3％の減となっています｡

〔第４図〕 地 方 消 費 税 清 算 金 の 状 況

� 地方交付税

地方公共団体間の財政力の地域間格差を是正し､ 一定の行政水準を確保できるようにするため､

各地方公共団体ごとに標準的な基準財政需要額と基準財政収入額とを算定し､ 財源不足が生ずる場

合にその不足額について国から交付されるものです｡ 平成14年度は､ 2,568億6,400万円で､ 前年度

と比較しますと､ 107億6,500万円､ 4.0％の減となっています｡

〔第５図〕 地 方 交 付 税 の 状 況

� 国庫支出金

1,770億7,095万７千円で､ 前年度と比較しますと､ 139億9,754万２千円､ 7.3％の減となってい

ます｡

〔第６図〕 国 庫 支 出 金 の 状 況
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� 県債

1,287億6,267万４千円で､前年度と比較しますと､８億7,367万４千円､0.7％の増となっています｡

〔第７図〕 県 債 の 発 行 額 の 推 移

〔第８図〕 歳入総額に占める県債の発行額の比率の推移

� その他

その他の歳入予算としては､ 分担金及び負担金､ 使用料及び手数料､ 財産収入､ 繰入金､ 諸収入

等があります｡
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３ 歳出予算

○款別予算概要

歳出予算の款別構成内訳は､ 第９図のとおりとなっています｡

なお､ 款別構成内訳の推移は､ 第10図のとおりです｡

〔第９図〕 款 別 構 成 内 訳

� グラフには表せませんが､ このほかに予備費が１億５千万円計上されています｡
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〔第10図〕 款別構成内訳の推移

17

億円
10,000

9,000

8,000

7,000

6,000

5,000

4,000

3,000

2,000

1,000

0

9,183 9,0338,717 8,702
8,367

その他8,181
7,788

公債費

警察費

商工費

農林水産業費

環境保健費

土木費

民生費

教育費

８ ９ 10 11 12 13 14年度

1,681

1,250

1,893

733

339

250

552

1,387

1,611

1,917

762

346

325

580

835

371

1,341

329

1,456

578

1,923

1,216

373

844

1,452

249

1,564

629

1,849

1,007

929

370

1,342

252

1,450

592

1,944

619

471

731

522

952

582 831

1,007 1,061

1,826

683

1,589

253

1,370

796

361

1,094 794

355

888

1,254

289

1,512

700

1,810

1,100



� 総務費

本年度予算額 363億 498万７千円

前年度予算額 601億7,777万５千円 (組織改正後 363億1,690万２千円)

この予算は､ 県行政の総括管理､ 企画事務等の遂行､ 徴税､ 選挙等に要する経費です｡ 前年度と

比較しますと､ 238億7,278万８千円､ 39.7％の減となっています｡ これは､ 主として組織改正に伴

う事業費の移管によるものです｡

� 民生費

本年度予算額 699億7,419万１千円

前年度予算額 683億3,442万８千円 (組織改正後 681億3,848万円)

この予算は､ 県民生活の安定と福祉の増進を図る経費です｡ 前年度と比較しますと､ 16億3,976

万３千円､ 2.4％の増となっています｡ これは､ 主として介護保険財政安定化基金貸付金の増によ

るものです｡
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� 環境保健費

本年度予算額 288億7,979万４千円

前年度予算額 253億3,907万４千円 (組織改正後 254億4,911万円)

この予算は､ 県民の健康を守り､ 快適な生活環境を保持するための経費です｡ 前年度と比較しま

すと､ 35億4,072万円､ 14.0％の増となっています｡ これは､ 主として青森県原子力センター (仮

称) 整備事業費の増によるものです｡

� 労働費

本年度予算額 38億8,966万円

前年度予算額 36億 420万８千円

この予算は､ 労働力の安定確保､ 職業訓練､ 失業対策等に要する経費です｡ 前年度と比較します

と､ ２億8,545万２千円､ 7.9％の増となっています｡ これは､ 主として緊急地域雇用創出対策事業

費補助金の増によるものです｡
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� 農林水産業費

本年度予算額 1,253億6,179万９千円

前年度予算額 1,369億6,314万１千円 (組織改正後 1,369億6,238万円)

この予算は､ 農林水産業の振興を図るための経費です｡ 前年度と比較しますと､ 116億134万２千

円､ 8.5％の減となっています｡ これは､ 主として公共事業費の減によるものです｡

� 商工費

本年度予算額 888億1,339万１千円

前年度予算額 796億 972万６千円 (組織改正後 920億6,166万５千円)

この予算は､ 中小企業を中心とした商工業の振興､ 企業誘致､ 観光物産の振興､ 大規模開発等を

図るための経費です｡ 前年度と比較しますと､ 92億366万５千円､ 11.6％の増となっていますが､

組織改正の影響を取り除くと32億4,827万４千円､ 3.5％の減となっています｡ これは､ 主として青

森県信用保証協会貸付金の減によるものです｡
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� 土木費

本年度予算額 1,512億1,227万１千円

前年度予算額 1,588億9,121万３千円 (組織改正後 1,709億5,348万８千円)

この予算は､ 道路､ 河川､ 砂防､ 港湾､ 都市計画､ 住宅等の県民生活の基礎となる公共施設の整

備を図るための経費です｡ 前年度と比較しますと､ 76億7,894万２千円､ 4.8％の減となっています｡

これは､ 主として公共事業費及び県費単独事業費の減によるものです｡

� 警察費

本年度予算額 355億4,605万１千円

前年度予算額 360億5,024万１千円

この予算は､ 公共秩序を維持し､ 県民生活の安全確保を図るための経費です｡ 前年度と比較しま

すと､ ５億419万円､ 1.4％の減となっています｡ これは､ 主として浪岡警察署庁舎建築事業費の減

によるものです｡
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� 教育費

本年度予算額 1,809億9,344万４千円

前年度予算額 1,825億5,828万９千円 (組織改正後 1,819億9,162万１千円)

この予算は､ 学校教育､ 体育､ 文化､ 社会教育等の振興を図るための経費です｡ 前年度と比較し

ますと､ 15億6,484万５千円､ 0.9％の減となっています｡ これは､ 主として教職員の人件費の減に

よるものです｡

� 公債費

本年度予算額 1,099億8,911万９千円

前年度予算額 1,061億 133万４千円

この予算は､ 一時借入金の利子及び県債の償還のための経費です｡ 前年度と比較しますと､ 38億

8,778万５千円､ 3.7％の増となっています｡ これは､ 主として県債償還費の増によるものです｡

なお､ 国の経済対策の実施等に伴い平成４年度から本格的に発行している将来の借換えを想定し

た県債の借換え時期が到来したことから､ 新たに ｢青森県公債費特別会計｣ を創設し､ 当該県債の

借換えを行うこととしています｡

� その他

その他の歳出予算として､ 県議会の運営のための議会費､ 災害復旧費､ 諸支出金及び予備費があ

ります｡

なお､ 平成14年度当初の歳出予算に計上された主なものは､ 付表１のとおりです｡
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(34.0％)

513億５百万円
(28.3％)

128億52百万円
(7.1％)

617億２百万円
(33.8％)

534億93百万円
(29.3％)

118億95百万円
(6.5％)

71億90百万円
(3.9％)



○性質別予算分析

歳出予算を性質別に分析しますと､ 義務的経費､ 投資的経費､ その他の経費の三つに大別されます｡

� 義務的経費

義務的経費は､ 支出が義務付けられている経費で､ 人件費､ 扶助費及び公債費で構成されます｡

人件費は､ 一般行政職員5,984人､ 警察職員2,584人､ 学校職員15,035人の合計23,603人の給与費等

です｡ 扶助費は､ 生活保護費､ 児童福祉等に係る措置費､ 精神病､ 結核等に係る医療給付金等です｡

また､ 公債費は､ 県債の償還及び一時借入金の利払に要する経費です｡

義務的経費の総額は､ 3,643億175万６千円で､ 前年度と比較しますと､ 12億2,855万４千円､ 0.3％

の増となっています｡ また､ 予算総額に占める割合は41.9％で､ 前年度の40.2％と比較して1.7ポイ

ント増加しています｡

� 投資的経費

投資的経費は､ 社会資本の整備を図るための経費で､ 普通建設事業費及び災害復旧事業費で構成さ

れています｡

投資的経費の総額は､ 2,629億5,900万７千円で､ 前年度と比較しますと､ 330億8,422万９千円､

11.2％の減となっています｡ これは､ 主として公共事業関係費の減によるものです｡

� その他の経費

その他の経費としては､ 補助費等､ 貸付金､ 物件費等があり､ その総額は､ 2,429億1,423万７千円

で､ 前年度に比較しますと､ 12億4,232万５千円､ 0.5％の減となっています｡ これは､ 主として青森

県信用保証協会貸付金の減によるものです｡
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区 分

平 成 14 年 度 平 成 13 年 度
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Ａ－Ｂ
Ｃ

伸び率
Ｃ
―
Ｂ

当 初 予 算 額
A
構成比

当 初 予 算 額
Ｂ

構成比

義

務

的

経

費

人 件 費

扶 助 費

公 債 費

計

�����������

���������	


�	�	�����	

������
����

�
����
������

���	����	�


���		����


�����������

�

����
����


����	��

��	
�����


��������

�
����

���


���

�
�	

����

���



��

����


��	


���

���

���

投

資

的

経

費

普通建設事業費

補 助

単 独

国 直 轄

受 託 事 業

災害復旧事業費

計

���������	�



	�������	



���������


��
�����	

���������

��
���	
�

����	�	����

�	��


���


���


�	

���

���

����

�����		���	


����������


����������


��	�
����

����
���


	�
������

�	���������

�
��


���


���


�	

��



��

����


�
������	�



���
�����



��������	

����	
�


����





���
�����


���������	



���



���



���


��



��	


���





��

そ

の

他

の

経

費

補 助 費 等

貸 付 金

物 件 費

そ の 他

計


���	���
��

	���������

����������


����	����

����	
�����


���



��

���


��

���	


����������

		��
�����

���
������



��������

����
������



��



��

���


��

����


�����	�


����	����


��������


���	����



��������


���


���

���


��	


���

合 計 ����������� ����� ��	�
�	���� ����� �		�������� �	��

〔第１表〕 性 質 別 予 算 の 状 況

(単位 千円)
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〔第11図〕 性 質 別 予 算 構 成 比

〔第12図〕 性質別予算構成比の推移
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33.2％
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32.8％



三 特別会計予算

県が特定の事業を行う場合に､ 特定の歳入をもって特定の歳出に充て､ 一般会計と区分してその経

理を明確にするために設けられているのが特別会計であり､ 現在､ 県には､ 13の特別会計があります｡

平成14年度当初予算の総額は､ 1,393億5,363万７千円で､ 前年度と比較しますと､ 1,086億2,326万

８千円､ 353.5％の増となっています｡

ちなみに､ 新設した青森県公債費特別会計を除くと､ 47億623万３千円､ 15.3％の減となっていま

す｡

〔第２表〕 特 別 会 計 予 算 の 比 較

(単位 千円)
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会 計 名
平成14年度
当初予算額

Ａ

平成13年度
当初予算額

Ｂ

比 較

Ａ － Ｂ
説 明

１ 青森県公債費特

別会計

����������� � ����������� 既に借入れしている県債の償還の

平準化のために行う借換えの経理を

明確にするため､ 一般会計からの繰

入金､ 借換債､ 県債の償還金等を計

上しています｡

２ 青森県肢体不自

由児施設特別会

計

���	��	�
 ��������� ����	�	 肢体の不自由な児童を治療すると

ともに､ 独立生活に必要な知識､ 技

能を与えるための施設である県立あ

すなろ学園､ 県立さわらび園及び県

立はまなす学園の管理運営費等を計

上しています｡

３ 青森県港湾整備

事業特別会計

������
�� ��������
 ���
��	
 青森港及び八戸港等における港湾

整備事業費､ 荷役機械､ ひき船､ 上

屋等の管理運営費､ 港湾整備費に充

当した県債の償還費を計上していま

す｡

４ 青森県証紙特別

会計

������	�
 ��������� ��	����� 県が発行する証紙について､ その

売りさばきの経理を明確にするため､

証紙売りさばき収入､ 一般会計への

繰出金等を計上しています｡

５ 青森県管理特別

会計

��	������ ������
	� �	����� 本庁における通信､ 庁用物品､ 光

熱水等を合理的に集中管理運営する

ための経費を計上しています｡

６ 青森県公共用地

先行取得事業特

別会計

	���
�
 ������� ��
���
	 公共事業を促進するため先行取得

した道路､ 河川等の用地の売却に伴

う土地売却収入､ 土地開発公社に対

する委託料を計上しています｡



会 計 名
平成14年度
当初予算額

Ａ

平成13年度
当初予算額

Ｂ

比 較

Ａ － Ｂ
説 明

７ 青森県下水道事

業特別会計

��������� ��������� 	


���� 流域下水道及び特定環境保全公共

下水道の整備事業並びに当該整備費

に充当した県債の償還費を計上して

います｡

８ 青森県地下駐車

場事業特別会計

�
����� �
����� ����� 地下駐車場の運営費及び地下駐車

場の整備に充当した県債の償還費を

計上しています｡

９ 青森県母子寡婦

福祉資金特別会

計

������� ������� ��� 母子及び寡婦福祉法に基づく母子

及び寡婦福祉資金の貸付けに要する

経費を計上しています｡

10 青森県小規模企

業者等設備導入

資金特別会計

����
���
 ��������� 	��������� 小規模企業者等の経営の合理化､

高度化を促進するために､ 設備資金､

中小企業高度化資金等を計上してい

ます｡

11 青森県農業改良

資金特別会計

������� 
������ 	�
����
 農業改良資金助成法に基づく農業

改良資金の貸付けに要する経費を計

上しています｡

12 青森県林業改善

資金特別会計

������
 ������� 	��� 林業改善資金助成法に基づく林業

改善資金の貸付けに要する経費を計

上しています｡

13 青森県沿岸漁業

改善資金特別会

計

�����
� �����
� � 沿岸漁業改善資金助成法に基づく

沿岸漁業改善資金の貸付けに要する

経費を計上しています｡

計 ����������� ���������� ��	��
��
�	
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